
  

 

 

 

 

社会福祉法人 福井県社会福祉協議会 

１．事業の目的 

この事業は保育士資格を有する者であって、保育士として勤務していない者の再就職支援を

図るため、再就職のための準備に必要な費用を貸付けることにより、保育人材の確保を図り、

もっては福祉の増進に資することを目的に実施するものです。 

 

２．貸付対象者（次のすべてを満たす方） 

 ①福井県内に住民登録をしている者 

 ②保育士登録後１年以上経過した者 

③以下に掲げる施設または事業を離職後１年以上経過した、または当該施設または事業に勤務

経験のない者 

  ア 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条に規定する保育所および幼保連携型認

定こども園 

  イ 児童福祉法第６条の３第９項に規定する家庭的保育事業 

  ウ 児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業 

  エ 児童福祉法第６条の３第１２項に規定する事業所内保育事業 

  オ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼稚園 

④県内の保育所等（別表１のとおり。）に平成２８年４月１日以降に新たに勤務する者 

 

３．貸付額と利子 

（１）貸付額は、２０万円以内です。なお、貸付の対象は次のとおりです。 

   ・保育所等への就職によって転居が伴う場合における転居費用 

   ・転居先の賃貸物件の借り上げに伴う礼金や仲介手数料 

     ・保育所等で使用する被服費 

・保育所等で勤務に復帰するにあたり研修等を受けた際の研修費用 

・保育所等への通勤に要する移動用自転車等の購入費 など 

   ただし、就職日前後３カ月以内の支出に限ります。 

（２）貸付回数は１人につき１回限りです。 

（３）利子は無利子です。ただし、返還の免除に該当せず、返還期限を過ぎても返還が完了し

ない場合は年５％の延滞利子を徴収します。 

 

4．返還の免除 

県内の保育所等において児童の保護等に従事し、かつ、２年間引き続き従事したとき貸付金

の返還が免除されます。 

なお、災害、疾病、負傷、育児休業その他特別な事由により当該業務に従事できなかった期

間は免除対象となる従事期間には含めません。 

 

保育士として就職するための準備資金を貸付します！ 

 平成２８年度保育士就職準備金貸付事業 募集要項  



また、県内の保育所等において児童の保護等に従事する意思がなくなったなど、この条件に

該当しない場合は、貸付金を返還していただくことになりますので注意してください。 

 

５．貸付の人数（平成２８年度分） 

５０人程度（先着順） 

 

６．申請の手続き方法 

就職準備金の貸付を希望する方は、就職後３カ月以内に下記の「８ 申請先・問い合わせ先」

にご持参ください。 

（１）保育士就職準備金貸付申請書（様式第１号） 

（２）保育士就職準備金貸付における個人情報の取扱同意書（様式第２号） 

（３）保育所等で勤務した経験がある場合は、直近の保育所等で勤務したことを証明する 

書類（様式第３号） 

（様式第３号の内容を証明できる書類があれば、その書類の写しでも可） 

（４）新たに保育所等に就職したこと（すること）を証明する書類（様式第４号） 

（様式第３号の内容を証明できる書類があれば、その書類の写しでも可） 

（５）世帯全員の記載がある住民票 

（６）保育士証の写し 

（７）就職準備金の使途が確認できる書類（見積書、領収書） 

※ ただし、平成２８年４月１日から７月２０日までに就職した方は、７月２０日から３カ月

以内までは申請できます。なお、平成２８年４月１日以降で就職日前後 3 カ月以内の支出

に限ります。 
 
＊申請には、連帯保証人が必要です。連帯保証人は、生計を一にしない者で、かつ、返還債務

を負担することができる資力を有するものであって、原則として県内に住所を有する者です。

申請者が未成年者である場合は、その者の法定代理人としてください。 

 

７．貸付の決定および貸付金の交付 

申請書類を審査し、申請書を受領後約１４日以内に、貸付の決定または不承認について申請

者あてに通知します。貸付が決定した方には借用書等を提出していただきます。 

貸付金の交付は、県社協が借受人から保育士就職準備金振込口座申請書を受領後、約１箇月 

 以内に指定口座に振り込みます。 

 

８．申請先・問い合わせ先 

この事業に関しての問い合わせ先および申請書の提出先は、次とおりです。 

 

 

 

 

〒９１０－８５１６ 福井市光陽 2 丁目 3 番 22 号 

社会福祉法人 福井県社会福祉協議会 

地域福祉課 「保育士就職準備金」担当 

℡０７７６－２４－４９８７ 



 

別表 

ア ・児童福祉法第７条に規定する保育所および幼保連携型認定こども園 

イ ・学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する「幼稚園」のうち次に掲げるもの 

 ①教育時間の終了後等に行う教育活動（預かり保育）を常時実施している施設 

 ②ウに定める「認定こども園」への移行を予定している施設 

ウ ・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７

７号）第２条第６項に規定する「認定こども園」 

エ ・児童福祉法第６条の３第９項から第１２項までに規定する業務であって、同法第３４条の１５第

１項の規定により市町が行うものおよび同条第２項の規定による認可を受けたもの 

オ 

 

・児童福祉法第６条の３第１３号に規定する「病児保育事業」であって、同法第３４条の１８第１

項の規定による届出を行ったもの 

カ 

 

・児童福祉法第６条の３第７項に規定する「一時預かり事業」であって、同法第３４条の１２第１

項の規定による届出を行ったもの 

キ 

 

・子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３０条第１項第４号に規定する離島その他

の地域において特例保育を実施する施設 

ク 

 

・児童福祉法第６条の３第９項から第１２項までに規定する業務または第３９条第１項に規定する

業務を目的とする施設であって法第３４条の１５第２項、第３５条第４項の認可または認定こども

園法第１７条第１項の認可を受けていないもの（認可外保育施設）のうち、地方公共団体における

単独保育施設（いわゆる保育室・家庭的保育事業に類するもの）において保育を行っている施設 

 


